
 

 

令和７年９月 26 日  

内  閣  官  房 

 

 

特別職国家公務員の再就職状況の公表について 

 

 

 特別職国家公務員の再就職状況については、「公務員制度改革大綱」（平成 13

年 12 月 25 日閣議決定。）等に基づき、毎年１回公表することとされている。 

  内閣官房を退職し、令和６年４月１日から令和７年３月 31 日までの間に再

就職した特別職国家公務員の再就職状況は、別紙のとおりである。 

 

 

 （参考） 

一般職国家公務員の再就職状況については、国家公務員法第 106 条の 25 第

２項の規定に基づき、本日、内閣人事局において別途公表している。 

 

 

 

 

【連絡先】 

 内閣官房内閣総務官室 肝付、嶋田 

  電話 03-5253-2111（内 85137、85153） 

 

 

報 道 資 料 



提出様式１－１

内閣官房

整理
番号

氏名 退職時年齢 退職時官職 退職日 再就職先の名称及び業務内容 再就職先での役職 再就職日

1 髙橋　憲一 65 内閣官房副長官補 R5.7.28
第一生命保険株式会社

（保険業）
上席顧問 R6.4.1

2 瀧澤　裕昭 63 内閣情報官 R5.6.27
株式会社ライジングサンセキュリ

ティーサービス（警備業）
顧問 R6.4.1

3 村田　隆 62 内閣危機管理監 R6.4.2
トヨタ自動車株式会社

（輸送用機械器具製造業）
顧問 R6.7.1

4 藤井　健志 61 内閣官房副長官補 R6.6.28
株式会社第一生命経済研究所

（学術研究業）
特別顧問 R6.9.1

5 嶋田　隆 64 内閣総理大臣秘書官 R6.10.1
株式会社ネットアセスメント
（コンサルティング業）

代表取締役社長 R6.10.2

6 栗生　俊一 65 内閣官房副長官 R6.10.1
ANAホールディングス株式会社

（航空業）
顧問 R6.11.1

7 秋葉　剛男 66 国家安全保障局長 R7.1.20 住友商事株式会社（総合商社） 顧問 R7.3.1

注）退職日から２年を経過した後に再就職した場合は、含みません。

　当（府）省課長・企画官相当職以上で退職し、令和６年４月１日から令和７年３月31日までの間に再就職した特別職職員の再就職の状
況は次のとおりです。

特別職国家公務員の再就職状況の公表について（令和６年４月１日～令和７年３月31日）

令和7年9月26日



○公務員制度改革大綱（平成 13年 12月 25 日閣議決定）（抄） 

 

Ⅱ 新たな公務員制度の概要 

３ 適正な再就職ルールの確立 

（４）再就職状況全般に係る公表制度 

公務員の再就職の状況についての透明性を確保するため、再就職状況全般に関す

る公表制度を整備する。 

各府省は、内閣の定めるところにより、毎年１回、本府省の課長・企画官相当職

以上（地方支分部局における本府省の課長・企画官相当職以上を含む。）の離職者の

離職後２年以内の再就職先について、営利企業・特殊法人等・公益法人などすべて

の再就職先を対象に、再就職者氏名、離職時官職、再就職先の名称及び業務内容、

再就職先での役職、承認の有無等について公表することとする。 

内閣は、各府省の公表事項をとりまとめ、毎年１回公表することとする。 

 

 

○再就職状況の公表に係る関係府省官房長等申合せ（平成 27 年 10 月１日最終改正） 

 

  一般職国家公務員の再就職状況については、国家公務員法（昭和 22年法律第 120 号）

第 106 条の 25第２項の規定に基づき、自衛隊員の再就職状況については、自衛隊法（昭

和 29年法律第 165 号）第 65 条の 11第６項の規定に基づき、公表する。 

特別職国家公務員（自衛隊員を除く。）については、「中央省庁等改革の推進に関する

方針（平成 11 年４月 27 日中央省庁等改革推進本部決定）」及び「公務員制度改革大綱

（平成 13年 12月 25 日閣議決定）」を踏まえ、再就職の公正性、透明性を確保するため、

以下のとおり、再就職状況の公表を実施する。 

本申合せは、平成 27 年 10月１日から施行する。 

 

1  公表内容 

  各府省は、所属の対象職員の再就職について、当該職員の氏名、退職時年齢、退職時

官職、退職日、再就職先の名称及び業務内容、再就職先での役職、再就職日を公表する。 

2  対象職員 

  対象職員の範囲は、本府省の課長・企画官相当職以上の者及び地方支分部局等の本府

省課長・企画官相当職以上の者とする。 

3  公表方法 

  各府省は、所属職員の再就職状況等を勘案し、毎年度１回、過去１年間における所属

対象職員の再就職状況を公表するとともに、内閣官房はこれを総括して公表する。 

（参考） 
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